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概 要

近年作業の合理化などにより，水質計測に係る仕事に従事する熟練技術者が減少し，維持管理の

技術伝承が十分に行われていないように見受けられる。それらの問題解決として「水質計測器と

IoT の連係による維持管理作業の効率化と測定の信頼性向上」を提案する。水質計測器のネット

ワークとしてクラウドサービスを使用することは，通信コストや設備導入費用の観点からも非常に

有効である。本稿では，IoTを用いた水質計測の展望について説明する。
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1．は じ め に

世界の水ビジネスは 2025 年には 87 兆円に達する予

測がなされており，人口増加・経済成長に伴う新規設

備や運転・維持管理などへの投資の増大が見込まれて

いる1)。

国外では，水道事業の運転，維持管理分野などは民

営化が始まっており，先進国の水道事業市場の大半は

「水メジャー」と呼ばれるフランスのヴェオリア・

ウォーターとスエズ・エンバイロメント，イギリスの

テムズ・ウォーターの 3 社に占められている2)。これ

らの企業は施設運営から維持管理，一般家庭からの使

用料の徴収までも一貫して手掛けており，全体を最適

化することで効率的に運用している。

一方，日本は上下水事業の運営，維持管理は公営，

民間工場の維持管理は民間で行うため，水道事業を行

うための情報や経験が官民に分散しており，運営の効

率化を妨げる一因になっている。現在，国内上下水道

市場では，コスト競争が激しくなることから，人員削

減や無人施設の増加が予想されている。また，熟練作

業者の減少や管理工数の削減も求められている。これ

らの課題に対応するためには，従来の水処理施設の運

営とは異なったソリューションが求められており，い

かに簡易に施設を運営できるかが重要となっている。

2．管理現場が抱える課題とソリューション

施設を継続的に運営するための課題として，現場作

業員の作業効率化，継続的な教育に対するサポート不

足などの問題が挙げられる。少ない予算での効率化を

求められた結果，現場作業員の後継者を教育するコス

トや時間は削減されており，団塊の世代の大量退職の

問題が現場作業員の減少に直結している。

一方，近年では気象環境の変化によるゲリラ豪雨に

代表される異常気象が多発している。さらに人口の減

少や施設の老朽化などの問題もあり，施設を安定に稼

働するためには社会の変化に迅速な対応が求められて

いる。

そこで，作業員単位で留まっていた経験や知識を集

約し，ナレッジベースとしたうえで新任作業員の教育

にも活用することが，現在の維持管理業界に求められ

ている解決策のひとつである。

水質計測業界においては，校正履歴からセンサの寿

命を予測する技術や，洗浄・校正時期を予測すること

で，維持管理スケジュールの最適化を提案することを

顧客から望まれ始めている。

3．管理現場の現況

3. 1 遠隔監視システムと水質計測器

現在，国内のプラント業者や維持管理業者は，効率

的な維持管理やコスト削減などを目的とした遠隔監視

システムを展開しようとしている。しかし，大半の水

処理施設では水質の指標となる水質計測器のデータを

取得するために，電流によるアナログ出力や警報値な

どのデジタル出力を利用しており，旧態依然のシステ

ムが利用されている。少し進んだところでシリアル通

信機能などの有線接続を利用しているが，有線接続の

配線工事費が高価なため，コスト削減の為にコストを

掛けるというジレンマに陥っている。水質計測器には

計装無線と呼ばれる無線機能を持ったものも存在する

が，計装無線はシステム全体を無線化するための機構
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であり，システム構築費も水質計測器自体も維持管理

の効率化という断面で採用するには高額すぎる問題が

ある。また，水質計測器特有のメンテナンス用の洗浄

器など，バッテリーでは到底動作させることのできな

いオプションなどもあり，水質計測器の無線化の障壁

となっている。

3. 2 維持管理アプリケーション「H-1Link」

当社は，これまで述べた問題のソリューションとし

て，現場作業員の作業効率化，継続的な教育に対する

サポート，技術の継承問題の解決を目的とした無線ア

プリケーション，H-1Link を提案した。このアプリ

ケーションは，対応製品以外にも点検項目や他社製品

の指示値を入力出来る機能を有し，簡単な手順に沿っ

て維持管理作業を行うことが可能である。立ち入り危

険個所や高所などの計測値読み取り時の負担軽減も可

能であり，直接電波が届かない現場でも別の水質計測

器を中継し，一か所で複数の水質計測器の点検も可能

である。マルチホップ機能と無線グループマルチチャ

ンネルアクセス機能を特徴としており，通信中に電波

障害などで通信が途切れた場合，別の経路でも通信を

試み，それでも通信できなかった場合には，自動的に

使用する周波数域を変更し，通信復帰を試みることが

出来る。さらに，確実な通信を行えるようにプロトコ

ルが構成されており，規格の異なる無線による電波干

渉の心配は少なく，現場での維持管理作業をサポート

するには最適である。

作業員単位で留まっていた経験や知識を PCに集め

ることで，新任作業員の教育に利用することも出来，

校正中のセンサの挙動から校正の妥当性の判断 (Fig.

1) や校正結果の履歴などから寿命予測などに活用も

可能である。

H-1Link は水質計測器の現場での維持管理作業の

効率化を目的にした無線アプリケーションであったが，

現場に望まれる通信距離やセキュリティの担保，他社

製品の接続要望など今後改良を検討している。さらに，

効率化のためのデータ取得は，トータルコストダウ

ンというコンセプトの維持管理用の遠隔監視システム

との親和性が高く，異業種間の連携について複数の企

業と協議も開始している。

4．IoTと水質計測

4. 1 クラウドコンピューティングの活用

前章で述べたような無線などの通信技術の発達によ

り近年発展を遂げているクラウドを活用することで，

水質計測器のデータを無線で収集する仕組みを構築す

ることができ，さらに H-1Link の課題に挙げたセ

キュリティに対しても，高度な暗号化技術を比較的安

価に利用することができる。水質計測器をクラウドに

接続することで，測定値を遠隔監視，異常情報をリア

ルタイムに把握でき，測定値等の帳票をクラウド上で

自動作成することで，ペーパレス化や工数削減も可能

となる。また，水質計測器の測定値だけでなく，異常

情報や維持管理履歴，作業手順書等を一元管理するこ

とで，引き継ぎ作業の簡便化や技術継承にも活用する

ことができる。

水質計測器のデータを顧客と水質計測器メーカー

で共有することで，さらなるメリットを生み出すこと

ができる。水質計測器の内部的な解析データをクラウ

ド上に集めることで，消耗品の使用状況や，部品の摩

耗による劣化をメーカーと共有し，迅速適確なサポー

トを実現することができる。万が一，水質計測器に異

常が発生し測定が止まった場合でも，メーカーが水質

計測器内部のデータから原因を解析することで，不具

合解消に向けた適確なアドバイスが可能になり，修理

が必要な場合には，原因の特定をした作業員が現地

に向かうことができるため，原因調査のためのサービ

ス派遣を削減することもできる。それにより，施設の

停止や，手分析作業という余分な工数・コストを低減

することができる。さらに，従来では水質計測器の保

守を年に 1 回実施するといった TBM (Time Based

Maintenance) に基づいてなされていたものを，

CBM (Condition Based Maintenance) に基づいて実

施できるようになり，使える部品を交換するという無

駄な部品費用を削減することもできる。

今後，水質計測器メーカーにより CBMの提案が加

速化され，最適管理や適正コストが実現できるように

なれば，水処理施設全体の活性化にも繋がり，新たな
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Fig. 1 Life management of sensor by calibration history



ビジネスが創造されると確信している。

4. 2 HORIBA AQUA LINKAGE

当社が提案するHORIBA AQUA LINKAGEは，前

述の H-1Link を発展させ水質計測器をクラウドに接

続することで，前節の利点を実現するアフターサービ

スソリューションである (Fig. 2)。安定稼働のため

の課題解決を水質計測器メーカーがサポートすること

で，測定の妥当性やセンサ保守の提案など，顧客が抱

える現場のストレスを低減することを目的にしている。

4. 3 納入事例

現在，当社が開発した TPNA-500 (全窒素全リン

自動測定装置) に前節のソリューションを適用するこ

とで，水質計測器のクラウドソリューションの有効性

検証を実施している。窒素とリンは第 5次水質総量規

制において規制対象となっており，対象地域では排出

量の報告義務があるため，より一層 TPNA-500 への

安定稼働が要求されていた。そこで，官民それぞれ 8

機場 14 台の TPNA-500 に対してこのソリューション

を導入し，効果を確認した。

従来，水質計測器を販売した後は，不具合があった

場合に原因解析をすることはあったが，正常に稼働し

ている水質計測器の現場データを収集する機会が少な

かった。今回モニタリングする中で，適切に運用でき

ている顧客がいる一方で，洗浄やメンテナンスが不十

分なために不具合が発生する傾向にある顧客がいるこ

とがわかってきた。クラウドソリューションにより水

質計測器のモニタリングすることで，水質計測器を適

切に運用するための提案を行い，施設の安定稼働に貢

献できることが確認できた。

4. 4 ビッグデータ解析

クラウドに蓄積されたデータを解析することで，さ

らなる価値を創出することができる。

ビッグデータ解析により得られる恩恵として，さま

ざまなことが予測可能になることが挙げられる。水質

計測器をクラウドに接続することで CBMが実現でき

るということを前述したが，データを蓄積し活用する

ことで，予知保全 (Predictive Maintenance) を実現し，

部品の故障を予測して，壊れる直前に交換するという

最適な運用を実現することができる。さらに，人工知

能やディープラーニングを活用することで，予測の精

度を向上することができ，水質計測器の安定稼働に活

用できると考えている。

今後，スマートシティなどに要求される低コストで

の多点観測にはクラウド技術が必要不可欠である。取

得したビッグデータをAI やディープラーニングなど

の技術により新たなソリューションへ発展させること

も計測から始まるニーズであり，水質計測器メーカー

として積極的に提案していきたい。

5．ま と め

維持管理施設の課題を解決する手段として IoT の

導入を提案し，納入事例を紹介した。水質計測器をク

ラウドに接続することで，水質計測器の安定稼働と，

信頼できる測定値の提供を実現し，施設の計測に関す

るストレスを解消することが水質計測器メーカーの遂

行すべき使命だと考える。
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Fig. 2 Model of HORIBA AQUA LINKAGE
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